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内容構成（抜粋）

第3章　法令運用の理論と手法【執行法務】
1　執行法務の視点と手順
（1）執行法務の考え方　（2）執行法務の手順
2　自治体の法令運用
（1）自治体の法令解釈権
（2）自治事務と法定受託事務の解釈運用
（3）国の関与と法令運用
3　法令運用の戦略
（1）許認可法令の解釈運用　
（2）行政手続法・条例運用（審査基準・処分基準）　
（3）補助金等給付法令の解釈運用　
（4）施設設置管理法令の解釈運用　
（5）法人制度改革
4　おもな行政分野における法令運用の手法
（1）土地利用（まちづくり）･建築規制･景観保全
（2）環境保全　（3）廃棄物処理･リサイクル行政
（4）高齢者･福祉行政　（5）衛生行政
（6）情報公開･個人情報保護行政
（7）地方における税務行政の執行方法
（8）生活安全　（9）公益通報者保護　（10）自治体コンプライアンス

第4章　争訟法務の理論と手法【争訟戦略】
1　法務のマネジメント－評価と争訟
（1）法務マネジメントの考え方
（2）訴訟法務の方向性と法務マネジメントの戦略
2　自治体法制の評価と見直し
（1）法制評価の考え方　（2）法制評価の具体的手法
（3）法制評価と行政評価の融合
3　紛争処理の制度と対応
4　自治体行政判例の読み方･生かし方
（1）市民と自治体との法的な対話を可能とするために
（2）具体的な事案をとおして判例の読み方、使い方を考える
5　国と自治体の係争処理
（1）係争処理の概要
（2）国と自治体の係争処理制度が創設された背景
（3）新設された係争処理の内容　（4）係争処理の具体例
（5）代執行における自治体と国の争い
（6）職務執行命令訴訟以外の裁判

資料編
参考条例　参考判例　その他

DIC2601 K

第1章　政策法務の基礎理論
1　政策法務の意義と構成
（1）政策法務の意義　（2）法の諸類型と政策法務
（3）政策法務のプロセス
2　政策法務の基本原則（考慮要素）
（1）憲法（人権保障）と政策法務　（2）法治主義と政策法務
（3）団体自治（自治体の自治権）と政策法務（国・自治体関係と 
　  政策法務）　（4）住民自治と政策法務　（5）条例制定権
3　自治体政策法務をめぐる法形式
（1）国の法形式～政策法務の立場から　（2）自治体の法形式　
（3）わかりやすい（やさしい）条例づくり
4　政策法務の法的基礎－地方分権を踏まえて
（1）地方分権の要点とその影響　（2）自治立法権の変化
（3）法令解釈権の変化　（4）係争処理制度の整備
4-2　市民協働条例
（1）市民協働条例の意味　（2）市民協働条例の動向
5　自治基本条例－自治体法の体系化
（1）自治基本条例の意味　（2）自治基本条例（案）の歴史･変遷
（3）自治基本条例の類型　（4）自治基本条例の要件･効果
（5）自治基本条例の制定の動向
（6）自治基本条例の制定・改正手続
6　政策法務のマネジメント
（1）法制執務組織の改革　（2）法制執務組織と原課
（3）企画調整部門と法制執務組織
（4）法務研修の現状と課題　（5）総合的政策法務マネジメント
　  の確立
7　議会の政策法務
（1）議会提案条例の意味　（2）議会提案条例の動向
（3）議会提案条例の類型　（4）議会提案条例の制定プロセス
（5）議会提案条例の制定を支援する仕組み　（6）議会基本条例

第2章　自治立法の理論と手法【立法法務】
1　自治立法の制定過程
（1）条例･規則等の作成過程　（2）課題設定段階
（3）基本設計段階　（4）詳細設計段階　（5）決定段階
2　都道府県条例と市町村条例の関係
（1）都道府県と市町村の関係
（2）都道府県条例と市町村条例の関係
（3）条例による事務処理の特例
（4）都道府県条例と指定都市の条例の関係
（5）合併時の市町村　（6）統一条例
3　行政手法の諸類型
（1）総論ー行政手法の基本的な考え方ー
（2）規制の手法　（3）計画手法　（4）誘導手法
（5）コミュニケーション手法　（5）-２ 民間との協働および民間手法の導入
（5）-３ 公共サービス改革　（6）実効性確保の手法　（7）分権型
　 社会における地方税制　（8）紛争処理の手法
4　おもな行政分野における政策法務手法
（1）土地利用（まちづくり）･建築規制･景観保全　（2）環境保全
（3）廃棄物処理･リサイクル行政　（4）高齢者･福祉行政
（5）衛生行政　（6）情報公開･個人情報保護行政　
（7）課税自主権を活用した独自の自治体税制　（8）生活安全　
（9）公益通報者保護　（10）自治体コンプライアンス

第1章　政策法務の基礎理論より

第2章　自治立法の理論と手法【立法法務】

第4章　争訟法務の理論と手法【争訟戦略】

第3章　法令運用の理論と手法【執行法務】

政策法務の意義と構成や、
自治体政策法務を展開する上で
必要な知識を論述！

｢行政手法の諸類型｣に
ポイントを置き、
その利点と注意点を論述！

｢法令運用の戦略｣について
詳しく解説！

争訟への対応（制度説明）と
法制評価を中心に解説！

　　政策法務の流れに沿った構成！
　　　　本書は政策法務の基礎理論（政策法務の意義と構成、基本原則等）と政策法務を構成する
立法法務、執行法務（解釈・運用法務）、争訟法務の4つの章で構成されています。
　第2章では条例や政策の立案・制定に際しての必要事項、重要なポイントを、第3章では制定された
条例・政策の運用に際しての必要事項、重要なポイントを、第4章では条例・政策を運用した結果起こった
争訟に対しどのように対応し、また、今後の条例・政策の改善に役立てていくかについて解説しています。

　　Ｑ＆Ａスタイルで課題を明確化！
　　　　本書は各章とも課題をより明確にするためにＱ＆Ａスタイルを採用し、ポイントを明示して
います。また、図表・具体的統計数値・事例等を多用することにより実務に役立つよう心がけています。

　　加除式の採用で変化する環境に対応！
　　　　本書は自治体法務を取り巻く環境の変化に対応できるよう加除式を採用しています。
今後法令の新規成立や改廃、新規判例の公刊により内容に変化が生じた場合や新規自治体事例が
発生した場合、情報誌や追録を発行し、内容のフォローアップを図ります。
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